
＜６月補正予算【追加提案分】（案）の概要＞

令和３年度宮津市6月補正予算【追加提案分】(案)の概要

■一般会計 ：新型コロナウイルス感染症対策として、生活困窮世帯に対する支援を行う「生活支援対策」、緊急

事態宣言の延長に伴う中小事業者等への追加支援を行う「経営支援対策」に係る経費を計上するも

の。

伸 率 R2(6月補正後)

        千円       千円         千円 ％         千円

11,116,291 33,500 11,149,791 △16.6 13,368,856 

5,632,572  5,632,572 △1.2 5,699,021 

3,105,601 3,105,601 1.2 3,069,402 

19,854,464 33,500 19,887,964 △10.2 22,137,279 

一 般 会 計

特 別 会 計

対 前 年 同 期 比
会 計 補正前予算額 補正予算額 計

合 計

公 営 企 業 会 計
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　令和３年度一般会計歳入歳出補正予算【６月補正（追加提案分）・第４号】

　歳　　入 (単位：千円) 　歳　　出 (単位：千円) 

区　分 補正前の 補正後の 区　分 補正前の 補正後の

 　款 予 算 額 予 算 額  　款 予 算 額 予 算 額

1 市 税 2,289,284 2,289,284 1 議 会 費 133,755 133,755

2 地 方 譲 与 税 80,000 80,000 2 総 務 費 1,805,591 1,805,591

3 利 子 割 交 付 金 1,600 1,600 3 民 生 費 3,271,190 5,000 3,276,190 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症生活困窮者自立支援金給付事業

4 配 当 割 交 付 金 12,100 12,100 4 衛 生 費 981,788 981,788

5 株式等譲渡所得割交付金 12,100 12,100 5 労 働 費 6,475 6,475

6 法 人 事 業 税 交 付 金 8,500 8,500 6 農林水産業費 418,478 418,478

7 地 方 消 費 税 交 付 金 410,000 410,000 7 商 工 費 338,930 28,500 367,430 新型コロナウイルス対策事業者等緊急支援事業

8 ゴルフ場利用税交付金 6,600 6,600 8 土 木 費 1,310,603 1,310,603

9 環 境 性 能 割 交 付 金 10,600 10,600 9 消 防 費 424,618 424,618

10 地 方 特 例 交 付 金 137,900 137,900 10 教 育 費 974,724 974,724

11 地 方 交 付 税 3,931,000 3,931,000 12 公 債 費 1,441,913 1,441,913

12 交通安全対策特別交付金 2,400 2,400 13 予 備 費 8,226 8,226

13 分 担 金 及 び 負 担 金 100,924 100,924

14 使 用 料 及 び 手 数 料 279,407 279,407 11,116,291 33,500 11,149,791

15 国 庫 支 出 金 1,458,570 28,250 1,486,820
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ強化交付金　5,000
地方創生臨時交付金　23,250

16 府 支 出 金 868,360 868,360

17 財 産 収 入 44,747 44,747

18 寄 附 金 151,000 151,000

19 繰 入 金 146,257 5,250 151,507 財政調整基金繰入金

20 繰 越 金 1 1

21 諸 収 入 111,621 111,621

22 市 債 1,053,320 1,053,320

11,116,291 33,500 11,149,791

補　正
予算額

備　　　考

歳　 出　 合　 計

歳　　入　　合　　計

補　正
予算額

備　　　考
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一般財源

■生活支援対策

■経営支援対策

令和3年度　宮津市6月補正予算【追加提案分】(案)　主要事業の概要

　※事業の番号に○がついているものは、「令和3年度6月補正予算【追加提案分】　事業等説明資料」での説明があるもの。

■ 新型コロナウィルス感染症対策
（単位：千円）

事　　　業　　　名
令和２年度
最終予算額

令和３年度
既決予算額

今回補正額
財　　源　　内　　訳

事　　業　　の　　概　　要 課　名
特定財源

新型コロナウイルス感染症により影響を受
けた事業者等への支援

129,000 －

国 57,000 0

◆緊急事態宣言等の影響緩和に係る月次支援金　57,000千円
　・対象要件　令和3年4、5月売上高が前年又は前々年比
　　　　　　　▲30％以上減少等
　・支給金額　中小法人等：最大10万円/月
　　　　　　　個人事業者等：最大5万円/月

商工観光課再掲
売上が減少した事業者等への支援
（新型コロナウイルス対策事業者等緊急
　支援事業）

－ － 57,000

2
充
実

売上が減少した事業者等への支援
（新型コロナウイルス対策事業者等緊急
　支援事業）

－ － 28,500 国 23,250 5,250

◆緊急事態宣言等の影響緩和に係る月次支援金　28,500千円
　※ 緊急事態宣言の延長に伴う支援対象期間の延長
　・対象要件　令和3年6月売上高が前年又は前々年比
　　　　　　　▲30％以上減少等
　・支給金額　中小法人等：最大10万円/月
　　　　　　　個人事業者等：最大5万円/月

商工観光課

85,500 国 80,250 5,250

1
新
規

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立
支援金給付事業

－ － 5,000 国 5,000 0

◆生活困窮世帯への自立支援金　5,000千円
　・給付対象　緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯で
　　　　　　　低所得の世帯　等
　・給付額　　単身世帯…6万円/月、2人世帯…8万円/月
　　　　　　　3人以上世帯…10万円/月
　・支給期間　3ヶ月間

社会福祉課

R3.6月補正 既提案分

今回追加提案分
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（単位：千円）

国庫支出金 府支出金 その他 一般財源

5,000 0

国 5,000

総計重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

施策分野

R元 R元～R5

期　待
される
効果等

担当部署 1

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、生活困窮世帯に対し、そ
の実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、「新型コロナウイルス感染症生活困窮
者自立支援金」を支給し、自立支援につなげる。

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

(参考)前年度予算額

令和3年6月定例会　令和3年度6月補正予算【追加提案分】　事業等説明資料【一般会計(第4号)】

事業名 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業 新規 補正予算額
財　　　源　　　内　　　訳

市　債

─

テーマ別
戦　　略 健康でいきいきと幸せに暮らせるまちづくり

5,000

(参考)補正後予算額 　特　定　財　源　の　内　訳

5,000

補正理由
及び

目的･目標

背景･経緯

[新型コロナウイルス感染症に係る生活困窮世帯への対応]
・R2. 3～:生活福祉資金[緊急小口資金、総合支援資金(延長・再貸付含む)]の特例貸付［国制度］
・R2. 3～:くらしの資金貸付金額の増額［市独自制度］
・R2. 4～:住居確保給付金支給対象（要件緩和）の拡大［国制度］
・R2. 8～:ひとり親世帯臨時特別給付金［国制度］
・R2.10～:子育て世帯生活応援給付金［市独自制度］
・R2.12～:ひとり親世帯臨時特別給付金［国制度］
・R3. 5～:子育て世帯生活支援特別給付金［国制度］
・R3. 5　:新型コロナウィルス感染症生活困窮者自立支援金[国制度]の創設

 45-1623

事業概要

■新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金　5,000千円
　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、既に総合支援資金の再貸
付が終了するなどにより特例貸付を利用できない世帯のうち、生活保護に準じる水準
の生活困窮世帯に対し、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を支給す
る。

　○自立支援金（扶助費）4,620千円
　【支給対象者】
　　下記のすべての要件を満たす世帯
　　　・緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯
　　　・収入、資産額が生活保護基準に準じる世帯
　　　・求職活動を行う世帯　等
　【支給額】
　　　単身世帯　6万円/月、2人世帯　8万円/月、3人以上世帯　10万円/月
　【支給期間】
　　　3ヶ月間
　【支給見込世帯数】
　　　20世帯
　
　○事務費　380千円
　　・自立支援金支給に係る人件費、消耗品費

地域福祉

【宮津市総合計画以外の計画】 

宮津市地域福祉計画

　就労希望がある生活困窮者に対し、支援金を支給する
（生活支援を後押しする）ことにより、新たな就労（自立）に
つなげる。

健康福祉部　社会福祉課
生活支援係

－
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